
 
経営研究調査会研究報告リスト 

 
 
１ 「公認会計士の行うコンサルティング業務の体系とその進め方」（平成

２ 「環境問題における公認会計士の役割について」（平成７年６月 19日）
３ 「株式等鑑定評価マニュアルＱ＆Ａ」（平成７年 9月５日） 
４ 「環境監査を実施するに当たっての問題点について」（平成 10年５月
５ 「環境に配慮した経営のための環境コスト情報の利用」（平成 10年５月
６ 「ベンチャー企業の支援と公認会計士の役割」（平成 10年５月 12日）
７ 「新しい企業評価基準に関する提言（中間報告）」（平成 10年７月６日
８ 「ベンチャー企業及び中小企業の育成に際しての課題とその解決策につ

年７月 22日） 
９ 「環境会計に対する基本的考え方～環境会計の概念フレームワーク構築

成 12年１月 19日） 
10 「電子商取引の信頼性確保と公認会計士の証明業務について―WebTr
（平成 12年５月９日） 
公開草案第 1号『「環境報告書保証業務指針」（試案）』（平成 12年７月

11 「「財務会計の枠組み内での環境会計」をめぐる国際的動向と我が国に
境コスト及び環境負債の会計処理と開示―」（平成 13年５月 14日） 

12 「知的財産の評価（中間報告）」（平成 13年７月 16日） 
13 「「環境報告書保証業務指針―試案―（中間報告）」（平成 13年７月 16
「「環境報告書保証業務指針（中間報告）」の改正について」（平成 15年

14 「「ベンチャー企業等創業支援マニュアル」及び「資本政策策定マニュ
（平成 13年７月 16日） 

15 「計算鑑定人マニュアル」（平成 16年１月 14日） 
16 「企業組織再編成の実務」（平成 15年 10月６日） 
17 「環境会計計算書体系の確立に向けて（中間報告）」（平成 14年 9月２
18 「MCS業務における IT活用について（中間報告）」（平成 14年 9月２
19 「環境報告書保証業務の現状と課題（中間報告）」（平成 14年 10月７
20 「再生計画の策定支援及び検証について」（平成 16年５月 17日） 
21 「中小企業金融円滑化のための施策に向けての提言」（平成 16年７月
22 「我が国における環境会計の課題と今後の発展方向」（平成 16年４月
23 「財産の価額の評定等に関するガイドライン（中間報告）」（平成 16年
24 「知的財産評価を巡る課題と展望について（中間報告）」（平成 16年６
25 「ベンチャー企業等の再生と撤退について」（平成 16年７月 20日） 
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